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（派遣法改正案・前回と実質同内容で国会提出）
今回法案は改正法施行後の検討規定を強化／
（介護雇用管理改善等計画を改正）魅力ある職
場づくりを力強く支援する施策を展開／（厚労
省・今年６月から申請受付開始）安衛優良企業
の要件を自己診断するページを追加／ほか
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●労務資料　平成26年賃金構造基本統計調査
結果④～都道府県別の賃金～ ─ 41●連載　
労働スクランブル○213（労働評論家・飯田康夫） 
─ 46●わたしの監督雑感　兵庫・淡路労働
基準監督署長　山本博一 ─ 54●今月の資料
室 ─ 56

＊＊本誌ご購読の皆様へ＊＊

ビジネスセミナー「労働塾」のご案内http://rouki.chosakai.ne.jp/
バックナンバーが閲覧できます!!

労務相談室
〔マイカー通勤社員が免停で通勤できない〕他の通勤手段ない場合は ─ 48
〔地方勤務者に勤務地手当支給しない〕単身赴任者の扱いは ───── 50
〔賃金から組合費控除するチェック・オフ〕ある組合員が中止要求 ── 52
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人事異動の法律ルールと実務Ｑ＆Ａ── ６新実務シリーズ

同一企業内の人事異動となる配置転換（配転）については、就業規則に明確な根拠規定を設けておけば、原則として、企業
は従業員本人の個別的同意（承諾）を得ることなく、配転を命ずることが認められている。ただし、配転命令権は、①労働
契約による制限、②権利濫用法理による制限──の２つの制限を受ける。例えば、その従業員との労働契約で、職種・勤
務地等が限定されている場合には、その従業員の同意を得ることなく、それらを変更する配転を命ずることは認められない。

第３回・企業内人事異動①　～企業の配転命令権とその根拠・配転命令権が制限される場合～

労働契約上で職種・勤務地限定あれば
それらの変更には個別の同意が必要に

（労務コンサルタント・布施直春）

─── 18
障害者が80種類を超える業務に従事し
全体のサービス向上とコスト削減に貢献

（編集部）
～リゾートトラスト株式会社～

●新企業事例／
　現場に聞く！ 障害者雇用の今 ⑧

─ 26●転ばぬ先の労働法〈紛争予防の誌上ゼミ〉

業務上横領など重大事案については
刑事告発も含めた対応が求められる

第21講　刑事事件として告訴・告発する場合①

（北海学園大学法学部准教授・弁護士　淺野高宏）

───────── 32
●特別企画／平成26年度 特定最低賃金の
　　　　　　決定状況

（厚生労働省・労働基準局労働条件政策課賃金時間室）
全国加重平均828円（13円増）

────────── 40●労働局ジャーナル

〔東京労働局管内・青梅労働基準監督署〕

管内の運輸交通業では23.7％の事業場で
月80時間超の時間外労働が
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ここが変わった！ワークルール

労働法改正総ざらい！
　2014年は労働分野で多くの改正法案・新法案が国会へ提出され、一部廃案と
なったものの、多数改正・新法制定が行われた。アベノミクス第三の矢として打
ち出された成長戦略「日本再興戦略」を旗印に、規制緩和のための雇用改革の機
運が高まる一方、過重労働・メンタルヘルス対策、非正規雇用者の待遇格差、仕
事と育児・介護との両立支援など諸課題に対応すべく労働法制はめまぐるしく変
わっていく。さらに、今後改正が予定されているものもいくつか控えている中
で、本書は、ここでやや錯綜気味の労働法全般を整理し、ポイントをできるだけ
コンパクトに図解を交えてまとめた。施行期日もバラつきがあり、現段階ですべ
ての内容が確定しているわけではないが、「ワークルールの今」をつかむための
１冊。

１　パート労働法の改正のポイント
　改正の趣旨・経緯／改正のポイント
　①均等・均衡待遇ルールの拡充
　②パートタイマーの納得性を高めるための
措置

　③パート労働法の実効性の確保

２　次世代法の改正のポイント
　改正の趣旨・経緯／改正のポイント
　①法律の有効期限の延長
　②行動計画策定指針の改正
　③認定制度の見直し
　④税制優遇制度

３　雇用保険法の改正のポイント
　改正の趣旨・経緯／改正のポイント
　①育児休業給付の充実
　②教育訓練給付の拡充
　③就業促進定着手当の創設
　④基本手当に関する暫定措置の延長

４　安衛法の改正のポイント
　改正の趣旨・経緯／改正のポイント
　①規制・届出の見直し等
　②受動喫煙防止対策の推進
　③重大な労働災害を繰り返す企業への対応
　④外国立地の検査機関等への対応

　⑤ストレスチェック制度の新設
　⑥化学物質管理のあり方の見直し

５　過労死防止法の概要
　制定の背景・経緯／過労死防止法の意義
　①過労死防止法の概要
　②過労死等防止対策と関連した施策等

６　有期労働契約の特例のポイント
　有期特措法制定の趣旨・経緯／有期特措法
のポイント
　①有期特措法の趣旨
　②有期特措法の概要
　③労働条件明示の特例
　④研究者、教員等に対する無期転換ルール
の特例

７　その他の法制度改正の動向等
　①「多様な正社員」の活用
　②労働者派遣法の改正案
　③女性活躍推進法案
　④労働時間法制の見直し

巻末資料
パート労働法・次世代法・雇用保険法・安衛法・
有期特措法それぞれの法令・通達資料等
その他、関連資料
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★お近くの書店、または下記フリーFAX、労働調査会ホームページよりお申し込みください

2014年の法改正がまとめてわかる！
ワークルールの今をつかむための１冊！


